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研究成果の概要（和文）：　本研究課題の下で、小国の貿易モデルにより、財・サービスの消費に伴う時間コス
トと消費者の労働供給量の内生的決定を導入し、貿易の自由化や労働移動の自由化政策が与える影響について分
析を行い、いくつかの興味深い新しい結果が得られた。小国の貿易モデルに非貿易財である医療サービスを導入
した一般均衡モデルを構築し、医療サービスの消費の時間コストと、その消費による労働時間の拡大および所得
増大効果を導入し、貿易の自由化と外国人医療従事者の受け入れ拡大の効果などを分析した。
　また、寡占市場における関税引き下げと連動した物品税の調整の厚生効果を、水平貿易及び垂直貿易の場合に
ついて分析し、新しい結論を導出した。

研究成果の概要（英文）：I set up a small trading economy model with non-traded medical industry and 
analyzed the effects of liberalization of trade and immigration of medical workers under the setting
 of endogenous labor supply and consumption of medical service takes time. In Oda and Okawa (2018), 
we analyzed the welfare effects of liberalization of both trade of goods and immigration of foreign 
nurses in the medical industry. In the analysis we introduced education costs of foreign nurse. 
Okawa (2022) extended above model by assuming that consumption of medical service increases working 
time of laborers and increases labor income. Theoretical literature of international trade that 
introduced medical industry and immigration of medical workers is not abundant. Our analyses 
explicitly introduced the characteristics of the consumption of medical services that are neglected 
in the earlier literature . We obtained novel and interesting results in the analyses.

研究分野： 国際貿易と貿易政策の理論

キーワード： 貿易の自由化　可変的労働供給　消費の時間費用　医療サービス産業

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 少子高齢化が深刻化している日本では、医療従事者、特に看護師・介護福祉士の不足が深刻化している。しか
し、日本では外国人看護師、介護士などの受け入れが進んでいない。医療サービスは他のサービスと異なり、疾
病による患者の労働時間と所得損失を軽減し労働時間と所得を増加させるとともに、労働生産性の向上をもたら
すという重要な特徴を持つ。
 本研究では、医療サービス産業を導入し、医療サービスの持つ上記の特徴を明示的に導入し、貿易自由化と外
国人医療サービス従事者の受入れ拡大策が受入れ国にもたらす分析を行い、新しい興味深い結果を得ている。本
研究成果と政策的含意は、重要な社会的、学術的意義を持つことは明らかである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１． 研究開始当初の背景 

 
伝統的なミクロ経済理論では、消費者の財・サービスの消費には時間がかからないことが仮定

されているが、旅行、医療などのサービスの消費には時間がかかり、労働時間の減少という機会
コストを伴うことも多い。Kemp（2010）, Tran-Nam ( 2012) などは財・サービスの消費に時間
がかかるという仮定を導入して、一般均衡分析で、リカードやヘクシャー＝オリーンの貿易利益
の命題を証明した。また、Kemp and Jones (1962)などは、一般均衡モデルに消費者が財の消費
だけでなくレジャーの消費からも効用を得るモデルにおいて、消費者が所与の労働時間をレジ
ャーと労働時間を内生的に選択するモデルを構築して、従来にない新しい結論を導出した。これ
らの研究ではレジャーの価格はゼロでそのコストは機会費用のみであるが、レジャーを含むサ
ービスの消費には、機会費用のみでなく価格を支払わなければならない。 
このようなサービスとして本研究では、医療サービスを取り上げた。医療サービスの消費には

医療費だけでなく、入院、通院などの時間による労働時間の減少と所得減少を伴うが、治療を受
けない場合よりその損失は少ないであろう。また、治療により労働市場へ復帰できれば、労働時
間と所得を増加させることができる。消費者は医療サービスのその効果を考慮に入れて消費量
及び労働供給量を内生的に決定する。 
医療サービスの供給サイドでは、過去にインドネシア、フィリピン（のちにベトナム）と経済

連携協定を締結する際に、これらの国から日本への看護師の受け入れを開始したが、資格試験に
合格して就労する看護師等の数は極めて少ない状態にとどまっている。医療従事者の不足が深
刻化するなか、外国人看護師・介護福祉士の受け入れ拡大も重要な政策課題である。 
本研究では以上のような学術的、社会的背景から上記の医療サービスの特徴を考慮に入れた

貿易モデルを構築し、外国人医療従事者の受け入れ政策の効果を理論的に研究する。 
政府は貿易自由化政策を推進しており、アジア諸国を中心として経済連携協定を進めて、近年

TPP(Trans-Pacific Partnership: TPP) や RCEP(Regional Comprehensive Economic 
Partnership: RCEP)などのメガ FTA の締結に進んでいる。多くの国では、貿易の自由化と並行
して国内消費税、物品税の改革も行われている。本研究課題のもう一つの目的は、国際寡占市場
化での貿易自由化と国内の税制改革の厚生効果についての理論的分析を行い、先行研究で明ら
かにできていない結論と政策的含意を導出することである。 
 
２． 研究の目的 

 
本研究課題の下での研究目的は大きく以下の２つである。 
（１）Kemp（2010）, Tran-Nam（2012）により提示された財・サービスの消費の時間コスト
を導入した一般均衡モデルを応用し、特に消費の時間コストがかかるサービスとして医療サー
ビスに焦点を当て、消費に時間コストを導入し、２貿易財と非貿易財である医療サービス産業の
３産業からなる小国貿易モデルを構築する。  
医療サービス産業では、外国人看護師が受け入れられサービスの提供に従事している仮定の

下で、外国人看護師の受け入れの自由化政策の効果について分析する。 
まず、日本がインドネシア、フィリピンと経済連携協定（Economic Partnership 

Agreement :EPA）を締結する際に関税引き下げと並行して相手国看護師の受け入れを開始した
さいの、経済効果を理論的に分析した。その研究成果は、Oda and Okawa (2018)に公表されて
いる。 
次に、医療サービスの消費の時間コストを明示的に導入し、また医療サービスの消費が、そ

れを消費しなかった場合の疾病による労働時間の損失とそれに伴う所得損失を減少あるいは防
ぐ効果を明示的にモデル化し、消費者が医療サービス消費の所得効果も考慮に入れた消費行動
を導入してモデルを拡張した。したがって、医療サービスの消費者は自身の労働供給量を内生的
に決定する。そして、外国人看護師の受け入れ拡大の厚生及び所得分配効果を分析した。また、
少子高齢化及び人口減少に伴う労働賦存量の減少等の比較静学分析を行うことを目的とする。
このモデルと分析結果は、Okawa(2022)に公表した。 
（２）多くの国は自由貿易協定（Free Trade Agreement: FTA）の締結を中心とした貿易自由化
を推進してきた。日本は経済連携協定（EPA)を推進し、TPP や RCEP というメガ FTA を締
結した。途上国や新興国では関税の引き下げに伴う税収の減少を補うために消費税や物品税等
の国内税制改革を並行して行うケースが多い。 
 本研究では、貿易自由化に伴う関税引き下げとそれに連動した国内税制改革の理論的分析を
行い、その政策パッケージの厚生効果および政府税収に与える効果を理論的に分析し、従来の先
行研究では十分に解明されていない独自の結果を導出した。これらの研究成果は学術的のみな
らずその政策含意は社会的にも意義あるものと考えられる。本研究では、国際寡占の状況を想定
し、従来の研究のような一度限りの関税引き下げの効果を見るような単なる比較静学や最適関
税・税率を導出することでなく、所与の関税率及び国内物品率や利潤税率から関税をゼロの水準



まで継続的に引き下げる大域的なプロセスの局面における社会的厚生および政府収入の動きを
分析した。 
 まず、国際寡占市場で水平的貿易を行う市場における関税の引き下げと、それと並行して

行う国内物品税改革の社会的厚生および政府税収の変化に与える理論的分析を行う。 
 次に、国内寡占企業が外国の寡占企業から中間財を輸入する垂直貿易市場で政府が輸入中

間財への関税引き下げを継続的に行うとともに国内企業への利潤税の改革を行い、政府収入お
よび企業利潤、消費者余剰及び社会的厚生の変化を分析する。 
 
３．研究の方法 
 
本研究課題は国際貿易と貿易理論の研究分野の理論的分析に基づく研究である。研究期間中

の研究では、研究課題に関係する理論的及び実証研究の先行研究の文献を詳細に分析した。そし
て、それらの研究の成果を踏まえるとともに研究が不十分な点を分析し、学術研究及び社会的要
請にこたえる問題を抽出して、研究を行った。 
 研究目的（１）の小国の貿易モデルに非貿易財である医療サービスを導入し、外国人看護師の
受け入れの社会的厚生および所得分配に与える効果の分析は一般均衡分析であり、研究目的（２）
の国際寡占市場下での貿易の自由化とそれに伴う国内税制の改革の分析は、一度限りの関税引
き下げの効果ではなく、継続的かつ最終的にゼロ水準までの関税の引き下げプロセスとそれに
伴う国内税の継続的改革の社会的厚生および所得分配に与える効果の変化を見るために、先行
研究の結論との比較の必要性から部分均衡分析の手法を用いた。 
得られた研究成果は国内外の学会あるいは海外のワークショップで発表し、参加者からのコメ
ントに基づいて修正を行い、海外の査読付きの学術専門雑誌や査読付き論文集へ投稿して、
reviewer のコメントに基づいて修正し、それらの専門学術雑誌及び論文集に研究成果の公表を
行うことができた。 
 
４．研究成果 
 
(1) Oda and Okawa (2018)では、２貿易財と非貿易財である医療サービスを生産する３部門から
なる小国貿易モデルを用いて、日本政府がインドネシア、フィリピン（のちにベトナム）と EPA
を締結する際に看護師の受け入れを開始した際の関税引き下げおよび外国人看護師受け入れの
拡大が経済厚生に及ぼす影響を理論的に分析し、関税が賦課された状況で看護師の受け入れが、
社会的厚生を高めるための必要・十分条件を導出している。 
(2) Okawa (2022) では、２貿易財と非貿易財である医療サービスを生産する３部門からなる小
国が自由貿易を行っているモデルにおいて、消費者（労働者）が医療サービスの消費がそれを消
費しなかった場合の疾病による労働時間の損失とそれに伴う所得損失を減少あるいは防ぎ、医
療サービス消費が労働供給を増加させる効果を導入して、外国人看護師受け入れ拡大の厚生効
果および所得分配に及ぼす効果を分析した。医療サービスの持つ上記の労働供給増加効果を考
慮すれば、消費者にとっての医療サービスの effective price は市場価格より低くなり、市場価格
で評価した需要より多くなることが示された。また、この消費者の支出関数が持つ Shepherd’s 
lemma を含む特徴を導出し利用することにより、明確な結論を導出することに成功した。また、
外国人看護師の増加がその所得及び国内の看護師の所得を増加あるいは減少させる必要かつ十
分条件を導出した。また、外国人看護師の受け入れの拡大と、政府の適切な lump-sum compensation 
policy が並行して行われると、社会的厚生を高めることを証明している。 
(3) Okawa and Iguchi (2018)では、水平貿易を行う国際寡占市場の下で任意の初期の関税水準か
ら政府による継続的で連続的な関税引き下げとそれに伴う国内物品税の改革においては、先行
研究による一度限りの引き下げによる関税と国内税の改革（One-time tariff-tax reform）の厚生効
果の分析の結論は、関税引き下げが完全にゼロになる水準まで継続的に下げられる場合には成
立しない場合があり、その条件を導出した。また、関税引き下げに伴い政府収入を一定に保つよ
うに国内物品税を改革した場合、関税率がゼロに近くなると社会的厚生と政府収入の両方を上
昇させる局面(phase)が存在する。 
(4) 他方、Okawa and Iguchi (2022) では、国内寡占企業が外国の寡占企業から中間財を輸入す
る垂直貿易市場で政府が輸入中間財への関税引き下げを継続的に行うとともに国内企業への利
潤税の改革を行う場合の厚生効果（消費者余剰および国内企業利潤）を国内企業がクールノー競
争を行う場合とベルトラン競争を行う場合について分析した。関税引き下げは国内企業のコス
トを引き下げるとともに市場の歪み（distortion)も小さくするメリットを持つが、外国企業から
のレントシフトを小さくする効果を併せ持つ。 
関税引き下げとそれによる政府収入の減少を利潤税で補う政策では、初期の関税率が閾値よ

り高い場合には、消費者余剰と企業利潤をともに上昇させることができるが、初期の関税率が低
い場合には、上記の政策目的が達成できないケースが存在し、その条件を提示した。 
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